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はじめに

当協議会は、平成23 ～ 28年度に引続き、平成29年度林野庁補助事業として、

「設計段階からの技術支援」を実施し、その報告書として本書を取りまとめました。

事業7年目となる本年度は、過去の成果を『木造化・木質化へ向けた20の支援ツール』として

まとめております。これに伴い、過去の報告書の中から、支援ツールに必要なエッセンスを今回

再掲載することで、地域材を活用した公共建築物の木造木質化実現の手引きとしてご利用いただ

ける内容としました。

このため、本書が本年度事業の報告書にとどまることなく、木造公共建築物等の普及・促進に向

けて活動されている様々な立場の方に有効なツールとして利用されることを期待します。

	 平成30年3月

	 一般社団法人　木を活かす建築推進協議会
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     事業の概要

1． 背景と目的

戦後造林した人工林が本格的な利用期を迎える中、豊富な森林資源を循環利用し、林業の

成長産業化を実現するためには、公共建築物等での地域材の利用拡大を始め各分野での取

組を進める必要があります。このため、公共建築物等などの中大規模建築物への積極的な木

材利用を推し進めることが求められる。

本事業では、公共建築物等の木造化・木質化を推進することにより地域にふさわしい木造公

共建築物を地域の力で作り上げることができるようにするため、企画・設計段階からの技術支

援を必要としている地方公共団体等を広く公募し、林野庁助成事業により、木材を利用するた

めの具体的な計画に対して専門家派遣などの技術的支援を行うものである。

2． 実施概要

木造公共建築物等の整備を推進しようとしている地方公共団体等の事業者を広く公募し、

技術支援を行った。

1）団体等の公募・選定

木造公共建築物等の整備を推進しようとする各地域の発注者や設計者を中心とした組織

（地方公共団体等の発注者・木材供給者・設計者・施工者などの複数の関係者で構成された

組織のこと。以下、事業者とする）を公募し、木造公共建築物等技術支援委員会にて選定を行っ

た。

2）支援の実施

採択事業者または採択予定事業者に対し、必要に応じヒアリング調査・現地調査等を行い、

地域固有の課題を抽出。具体的な建築予定物を基に最適な発注・設計支援策を提案し、構想・

企画・計画・設計・地域材の調達等の各プロセスにおいて、ワークショップ（以下、WSという）を

開催して支援を行った。

WSでは、今後、対象とする建築物に関する基礎知識の習得、企画構想作成、各種仕様書作

成等の支援を行い、事業者の課題に応じて計画・構造・木材調達や品質確保等の専門家派遣

を行った。
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3．事業スケジュール

6成果報告会の実施　平成30年3月8日

2事業者の評価・選定　平成29年7月18日

木造公共建築物等技術支援委員会による審査

1事業者の募集

募集期間：平成29年6月5日～平成29年7月3日

3採択事業者の決定　平成29年7月25日

4支援プログラムの開始　平成29年8月28日

支援プログラムに沿ったワークショップなどの開催

5支援プログラムの終了　平成30年2月

完了報告書を提出
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委員長	 三井所　清典	 芝浦工業大学　名誉教授

委　員	 安藤　直人	 東京大学　名誉教授

	 稲山　正弘	 東京大学　大学院農学生命科学研究科　教授

	 大橋　好光	 東京都市大学　工学部建築学科　教授

	 信田　 聡	 東京大学　大学院農学生命科学研究科　教授

	 長澤　 悟	 東洋大学　名誉教授

	 中村　 勉	 ものつくり大学　名誉教授

	 松留　愼一郎	 職業能力開発総合大学校　名誉教授

　（五十音順・敬称略）

④石川県能美市
　  児童館／木造化

②広島県竹原市
　  認定こども園／木造化

①岐阜県御嵩町
　  庁舎・ホール／木造・木質化

③大分県宇佐市
　  庁舎複合施設／木造化

5．支援を実施した事業者および建築物の所在一覧

4．技術支援委員会（選考委員）
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P009

P009

P016

P017

P018

P019

P020

1章 支援対象の分析
Chapter 1

1．本事業の支援概要

（1）成果物ととりまとめの概要について

本事業では、4団体に対して支援を行った。それらの一覧を表1 ～ 3に示す。

本事業の成果物は、各申請者が作成した報告書及び成果物の他、本年度で7年目となる技術支援により見えてきた木造

公共建築物等を、整備していくために求められる「共通の課題と対応策の雛形」がある。本年度は、「木造化・木質化へ向け

た20の支援ツール」としてまとめた。これらの成果物はこれから類似の取組を行おうと考えている関係者にとっては非常に

有効な資料となるとともに、今後の支援においても活用可能な貴重な蓄積資料となっている。

本年度支援を行った各地域の概要や課題と成果を一覧できるように表1 ～ 3にまとめている。また、2章では、地域ごと

に、支援事業で取り組んだ段階や支援事業内関係図、各関係者の課題や成果などを同じフォーマットにまとめている。活

用法として、表1 ～ 3から各地域の取組内容の概要を把握し、より詳細に読み込みたい場合などに2章で個別の内容を確認

できることを想定している。共通の課題と対応策の雛形については本章2節で示している。

本年度の支援では、新たな支援成果として、4章に木造化・木質化のための支援ツールをまとめている。発注者が、これ

から公共建築物等の木造化・木質化へ取り組むための支援資料となっている。

平成23年から始まった、本事業の支援成果や支援の手法等をデータベースとしてまとめている。これらのデータベース

は、公共建築物等の木造化・木質化を進める上で参考となる貴重なデータである。データベースは、一般社団法人木を活

かす建築推進協議会のHPからダウンロードすることができる（ht tp : / /www . k iwo i k a su . o r . j p /mokuzouka /）。

表1 ～ 3及び2章において、本事業での概要を整理しているが、支援対象と支援内容は多岐にわたり、一見しただけでは

本事業の全体像を理解することが難しい。そこで、以下では支援対象と支援内容の全体の傾向を見るためにいくつかのポ

イントとなる視点から解説を行う。
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表1　本事業の取組内容の一覧

No. 申請者 支援対象の分類 木材利用枠組 用途 工事種別 方針 階数 棟数 延べ面積（㎡） 防・耐火条件
支援
コース

成果物

1 岐阜県御嵩町 発注者 町産材・県産材 庁舎・ホール 新築 木造 2 2
庁舎4,500
ホール1,500

- A
・木造化木質化へ向けた情報記入シート
・御嵩町庁舎整備スケジュール検討案

2 広島県竹原市 発注者 県産材 認定こども園 新築 木造 2 1 1,200 22条 A
・公共施設木造木質化に関する問答集
・設計者選定要領書
・設計業務仕様書

3 大分県宇佐市 発注者 市産材 庁舎 改築
木造＋RC造
＋S造

2 1 2,763.6 - C

・設計仕様書の検収に関する部分 
・製材品発注仕様書　
・使用予定木材リスト　
・市有林支給材の受渡・検収の実地研修について
・品質管理に用いる打撃ヤング計測機の試験結果

4 石川県能美市 発注者 市産材・県産材 児童館 新築 木造＋RC造 1 1 1,300 - D
・実施設計図書
・能美市　木造化木質化へ向けた情報記入シート

※支援コース凡例／ A：企画構想支援　B：設計発注支援　C：木材調達支援　D：設計技術支援
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No. 申請者 支援対象の分類 木材利用枠組 用途 工事種別 方針 階数 棟数 延べ面積（㎡） 防・耐火条件
支援
コース

成果物

1 岐阜県御嵩町 発注者 町産材・県産材 庁舎・ホール 新築 木造 2 2
庁舎4,500
ホール1,500

- A
・木造化木質化へ向けた情報記入シート
・御嵩町庁舎整備スケジュール検討案

2 広島県竹原市 発注者 県産材 認定こども園 新築 木造 2 1 1,200 22条 A
・公共施設木造木質化に関する問答集
・設計者選定要領書
・設計業務仕様書

3 大分県宇佐市 発注者 市産材 庁舎 改築
木造＋RC造
＋S造

2 1 2,763.6 - C

・設計仕様書の検収に関する部分 
・製材品発注仕様書　
・使用予定木材リスト　
・市有林支給材の受渡・検収の実地研修について
・品質管理に用いる打撃ヤング計測機の試験結果

4 石川県能美市 発注者 市産材・県産材 児童館 新築 木造＋RC造 1 1 1,300 - D
・実施設計図書
・能美市　木造化木質化へ向けた情報記入シート
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表2　本事業の取組内容の一覧2

No.
申請者 木材活用方針 木材活用方針 発注方式 構造計画

支援コース 木材活用分類タイプ 産地・調達範囲 樹種 材積 品質 製材所の概要 乾燥施設の概要 木材発注方式 設計者選定方式 施工者選定方式 仕様書の作成 主要構造種別 木構造の内容

1 岐阜県御嵩町
地域材木造検討・
木質化タイプ

町産材・県産材 スギ・ヒノキ 約2,500㎥ 未定
県内１社、県外1社
を予定

遠赤外線乾燥装置、
低温除湿乾燥機、
高温乾燥機、
中温乾燥機

分離発注方式
予定

プロポーザル方式 - - 木造 -

2 広島県竹原市
地域材木造検討・
木質化タイプ

県産材
スギ・ヒノキ・
アカマツ

未定 JAS材
県内および隣接県
を予定

人工乾燥を予定 工事一括発注 プロポーザル方式 - - 木造 製材・集成材

3 大分県宇佐市
地域材木造・
木質化タイプ

市町村材 スギ・ヒノキ 約300㎥ 無等級材
市内に４社。木材
協同組合を形成。

高周波乾燥器・
燻煙乾燥器、各１台。

分離発注方式 プロポーザル方式 指名競争入札
製材乾燥業務委託
製材品発注仕様書
（案）

木造・RC造・
S造

製材

4 石川県能美市
地域材木造・
木質化タイプ

市町村材・県産材 スギ・ヒノキ 未定 未定 森林組合を予定 人工乾燥を予定 工事一括発注 プロポーザル方式 一般競争入札 - 木造＋RC造 製材・集成材
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No.
申請者 木材活用方針 木材活用方針 発注方式 構造計画

支援コース 木材活用分類タイプ 産地・調達範囲 樹種 材積 品質 製材所の概要 乾燥施設の概要 木材発注方式 設計者選定方式 施工者選定方式 仕様書の作成 主要構造種別 木構造の内容

1 岐阜県御嵩町
地域材木造検討・
木質化タイプ

町産材・県産材 スギ・ヒノキ 約2,500㎥ 未定
県内１社、県外1社
を予定

遠赤外線乾燥装置、
低温除湿乾燥機、
高温乾燥機、
中温乾燥機

分離発注方式
予定

プロポーザル方式 - - 木造 -

2 広島県竹原市
地域材木造検討・
木質化タイプ

県産材
スギ・ヒノキ・
アカマツ

未定 JAS材
県内および隣接県
を予定

人工乾燥を予定 工事一括発注 プロポーザル方式 - - 木造 製材・集成材

3 大分県宇佐市
地域材木造・
木質化タイプ

市町村材 スギ・ヒノキ 約300㎥ 無等級材
市内に４社。木材
協同組合を形成。

高周波乾燥器・
燻煙乾燥器、各１台。

分離発注方式 プロポーザル方式 指名競争入札
製材乾燥業務委託
製材品発注仕様書
（案）

木造・RC造・
S造

製材

4 石川県能美市
地域材木造・
木質化タイプ

市町村材・県産材 スギ・ヒノキ 未定 未定 森林組合を予定 人工乾燥を予定 工事一括発注 プロポーザル方式 一般競争入札 - 木造＋RC造 製材・集成材
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表3　本事業の取組内容の一覧３「課題・成果編」

No.
申請者 木材活用方針 発注方式 発注方式 構造計画

その他計画
支援コース 木材活用の課題 木材活用の成果 発注方式の課題 発注方式の成果 構造計画の課題 構造計画の成果

1 岐阜県御嵩町

環境モデル都市ということもあり、庁舎
の積極的な木造化を進めている。しか
し、木造化の経験や情報がなく基礎的
な部分からの支援が求められた。

地域の木材関係情報が明確化され、発注者と木材関
係者の体制ができた。森林経営信託による木材確保の
しやすさや県内近圏に木材加工、乾燥できるJAS工場
等があることを確認できた。今後、町産材の立木・原木
調査を行うことになった。

事前の視察調査より、
維持管理を考えた木の
使い方と設計が必要と
考え、審査委員と町関
係者が合意できるプロ
ポーザル方式の採用を
したいと考えていた。

木造施設のプロポーザル方式
を採用した自治体の情報をも
とに、適切な設計者の選定方
法をプロポーザル方式とし、庁
舎整備にあたって重視すべき
整備方針の明確化を行うこと
ができた。

ー ー ー

2 広島県竹原市

建替えに伴い保育士より木造化の強い
要望があげられていた。市では木造化
の実績がなく、木造化に伴う関連情報が
求められた。

木造化に関する基礎情報の学びやひろしま木造建築
協議会との連携により木造化の理解が深まった。設計
内容や維持管理によりコストへ影響することも学び情
報をまとめることができた。

設計者の選定方法は、
木造化の方針等がまと
まらなければ、一般競
争入札になる可能性が
高かった。

木造は設計者選定の必要性を
学んだことで、プロポーザル方
式を採用する方向となった。ま
た、ひろしま木造建築協議会と
の連携によりプロポーザル参
加者がいることを確認できた。

ー ー ー

3 大分県宇佐市

・分離発注した木材の支給前、品質検査
方法の確認が求められた。
・市有林の伐採を始めたが、求める強度
が出なく、必要量を確保できるか懸念
された。

・検査方法を確認し、県農林水産研究指導センター林
業研究部の協力により、検査結果内容に問題がない
ことを確認できた。
・立木の選定方法や土場での原木のヤング係数測定を
行うことで必要な材を効率的に確保することができる
ようになった。

ー ー ー ー ー

4 石川県能美市 ー ー ー ー

児童館の建物配置を主に検討した
基本設計はRC造だったため、工事
費削減も含めた木造化実施設計
の意匠と構造設計支援が求められ
た。

・木材協同組合と情報共有を進める
ことで、県産材強度を事前に把握し
て構造設計を行うことができた。
・中断面集成材による架構とすること
や、一般材や既製品を多く使用す
ることでコスト削減につながる見込
みができた。

ー
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No.
申請者 木材活用方針 発注方式 発注方式 構造計画

その他計画
支援コース 木材活用の課題 木材活用の成果 発注方式の課題 発注方式の成果 構造計画の課題 構造計画の成果

1 岐阜県御嵩町

環境モデル都市ということもあり、庁舎
の積極的な木造化を進めている。しか
し、木造化の経験や情報がなく基礎的
な部分からの支援が求められた。

地域の木材関係情報が明確化され、発注者と木材関
係者の体制ができた。森林経営信託による木材確保の
しやすさや県内近圏に木材加工、乾燥できるJAS工場
等があることを確認できた。今後、町産材の立木・原木
調査を行うことになった。

事前の視察調査より、
維持管理を考えた木の
使い方と設計が必要と
考え、審査委員と町関
係者が合意できるプロ
ポーザル方式の採用を
したいと考えていた。

木造施設のプロポーザル方式
を採用した自治体の情報をも
とに、適切な設計者の選定方
法をプロポーザル方式とし、庁
舎整備にあたって重視すべき
整備方針の明確化を行うこと
ができた。

ー ー ー

2 広島県竹原市

建替えに伴い保育士より木造化の強い
要望があげられていた。市では木造化
の実績がなく、木造化に伴う関連情報が
求められた。

木造化に関する基礎情報の学びやひろしま木造建築
協議会との連携により木造化の理解が深まった。設計
内容や維持管理によりコストへ影響することも学び情
報をまとめることができた。

設計者の選定方法は、
木造化の方針等がまと
まらなければ、一般競
争入札になる可能性が
高かった。

木造は設計者選定の必要性を
学んだことで、プロポーザル方
式を採用する方向となった。ま
た、ひろしま木造建築協議会と
の連携によりプロポーザル参
加者がいることを確認できた。

ー ー ー

3 大分県宇佐市

・分離発注した木材の支給前、品質検査
方法の確認が求められた。
・市有林の伐採を始めたが、求める強度
が出なく、必要量を確保できるか懸念
された。

・検査方法を確認し、県農林水産研究指導センター林
業研究部の協力により、検査結果内容に問題がない
ことを確認できた。
・立木の選定方法や土場での原木のヤング係数測定を
行うことで必要な材を効率的に確保することができる
ようになった。

ー ー ー ー ー

4 石川県能美市 ー ー ー ー

児童館の建物配置を主に検討した
基本設計はRC造だったため、工事
費削減も含めた木造化実施設計
の意匠と構造設計支援が求められ
た。

・木材協同組合と情報共有を進める
ことで、県産材強度を事前に把握し
て構造設計を行うことができた。
・中断面集成材による架構とすること
や、一般材や既製品を多く使用す
ることでコスト削減につながる見込
みができた。

ー
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［ 第 1 章 ］ 支 援 対 象 の 分 析

（2）支援対象の分類と支援コース

本年度の支援者は、発注者が主であった。発注者が4団体である（図1、表4）。

支援コースは、A:企画構想支援、B:設計発注支援、C:木材調達支援、D:設計技術支援の4種類とした。具体的な木造建築物プロ

ジェクトを推進する上で必要なステップを支援団体の状況に応じて支援している。本年度の支援コースの内訳は、企画構想支援

が2団体（50％）、設計発注支援が0団体（0％）、木材調達支援が1団体（25％）、設計技術支援が1団体（25％）、4団体が複数の支

援を受けていたので、4団体で4支援となっている。（図2、表4）。

木造公共建築物等を推進していくためには、発注者、設計者、木材供給者、施工者などが連携して取り組まなければならないた

め、2章に示した各支援団体別の概要シートでは、図3のような支援事業内関係図を示している。

支援開始前と支援開始後に変化があった場合は前後両方の関係図を示している。ここでは、発：発注者（行政・民間）、設：設計

者、木：木材供給者（原木供給・製材供給・プレカット加工者等）、施：施工者、他：その他（森林行政・研究機関・コンサル等）を示し

ている。支援前と支援後を比較すると支援を受けて必要な関係者が増加し、ネットワークが充実・完成していくことの必要性が視

覚化され、理解できる。

支援事業内関係図は、木造公共建築物等を実現する上で中心となる木材供給者を関係図の中央とし、その周りに、関わりの深

い発注者、設計者、施工者を配置した三角形の図としている。また、計画・設計段階には森林行政や研究機関、コンサルなどが関

わる場合があるので、発注者と設計者側の隣に配置している。関係図では、各支援対象の取組へ参加していない関係者はグレー

表示としており、何らかの形で参加している場合は色つきとしている。それぞれの関係の実線と点線は関係性の強さを示し、実線

の方が点線より関係性が強いことを示す。また、事業支援の前後の関係を示し、木造建築実践の基礎となる組織体制の充実度が、

支援のソフト面での成果として見えるようにしている。

図1　本事業での申請者分類 図2　本事業での支援コースの割合

A:企画構想支援

B:設計発注支援

C:木材調達支援

D:設計技術支援

50%

25%

25%

行政・発注者

100%

表4　本事業での申請者分類と支援コース

図3　2章で示す支援事業内関係図(例)

支援事業前 支援事業後

発

他

設

木

施

発

他

設

木

施

申請者 申請者数 支援コース

行政・発注者（市町村） 4

企画構想支援	 2

木材調達支援	 1

設計技術支援	 1

合計 4

A:企画構想支援 2

B:設計発注支援 0

C:木材調達支援 1

D:設計技術支援 1

合計 4
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［ 第 1 章 ］ 支 援 対 象 の 分 析

（3）支援対象建築物と木材調達範囲

本事業では、実践的で実効性の高い支援とするため検討対象となる具体的な建築物を設定することを求めた。表5に支援

対象となった建築物の用途、規模等を示す。

支援で検討した建築物の用途は、庁舎、ホール、認定こども園、児童館であった。木造化と内装木質化の分類では、木造化

が4団体、内装木質化が0団体だった。

木造とする建築物は5件となっており、全て1階から2階建ての計画となっている。用途や発注者の意向により、製材、集成

材、混構造と多様な木材利用が計画されている。

表6に本事業で検討した木材の調達先の範囲を示す。本事業の支援先が建築時に利用する木材は、製材を基本としている。

その中で市町村産材利用を考えているのは4団体ある。

分類 用途 計画数 規模（階、延べ面積、棟）

木造

認定こども園 1 ２階/1,200㎡

児童館 1 １階/1,300㎡

ホール 1 未定/1,500㎡

庁舎 2 2階/2,763.60㎡・4,500㎡

合計 5

木材調達の範囲 件数

市町村産材・県産材 4

合計 4

表5　本事業で検討した木造建築物の用途・規模 表6　本事業で検討した木材調達の範囲
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［ 第 1 章 ］ 支 援 対 象 の 分 析

（4）各団体が本支援で取り組んだ「段階」

本事業の支援で各団体が取り組んだ段階は地域の実情にあわせ様々である。各団体が木造公共建築物等を実現するた

めにどの段階の検討を行って成果を出しているかを理解しやすくするため、取り組み段階表を作成した（図4）。結果とし

て、これから検討する団体がどの部分を順次検討するべきかを考えやすくしている。

横軸は事業の流れを示している。

●基礎知識：講師による基礎的な知識の習得や先進事例調査などによる知識の習得までを行ったことを示す。

●方策検討：主に発注者などが、企画立案し、基本構想などの作成を行うことや、設計者選定プロポーザル、木材調達、施

工者選定などの発注方式等を検討したことを示す。

●具体化方策：主に設計者が基本計画から基本設計、実施設計等の検討を行ったことを示す。

縦軸は事業を進めるうえで必要になる検討事項を以下のように配置している。

●企画：事業の企画をすること。

●木材情報：基本的な木材知識や森林データベースなどの情報、地域材情報などに関する内容。

●木材品質：乾燥や強度についての知識や技術に関する内容。

●木材加工：伐採や建築材として利用していくための製材・乾燥方法、機械などに関する内容。

●発注：設計者選定方式や木材発注方式、仕様書の作成などの内容。

●設計・意匠：建築意匠設計者が検討する、素材の使い方やデザイン、基本となる仕様や構造形式等の内容。

●設計・構造：構造設計者が検討する構造の納まりや断面、構造計算などの内容。

●設計・その他：法規・防耐火や温熱環境、音、光環境などの内容。

●施工：施工に関する内容。

●維持管理：維持管理に関する内容。

本年度で取り組まれた「段階」を表7へ集計した。本年度の支援では基礎知識の方策検討が5、設計の具体化方策が4だっ

た。支援先は、建設事業が初期段階や実施設計段階のため、基礎知識や設計などの取り組みが多かった。

図4　2章で示す取り組み段階表(例)

表7　取り組み段階表の集計

基礎知識
方策検討�
(企画 ・ 発注)

具体化方策�
(計画 ・ 設計)

企画 2

木材 情報 1

品質 1

加工 1

発注 2

設計 意匠 1

構造 1

その他

施工

維持管理

合計 5 4

基礎知識
方策検討�
(企画 ・ 発注)

具体化方策�
(計画 ・ 設計)

企画

木材 情報

品質

加工

発注

設計 意匠

構造

その他

施工

維持管理
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［ 第 1 章 ］ 支 援 対 象 の 分 析

2．これからの技術支援へ向けて支援成果のとりまとめ

今年度の支援では、昨年度以前にまとめられた「木造化木質化へ向けた情報記入シート」、「木材の品質管理仕様書雛

形」などの支援ツールが有効に活用され、実践的な支援が広がった。

今年度は、初めて支援を受ける団体ため、基礎的な情報伝達と共に各地に応じた課題への対応を行った。また、今まで

の取り組み成果を「木造化・木質化へ向けた20の支援ツール」（以下、20の支援ツールとする）としてまとめた。各地で広く

木造化・木質化の情報を伝え、20の支援ツールを解説するために、支援検討会の中で、近隣市町村等へ広く参加を呼びか

けて普及啓発活動も行った。

20の支援ツールの内容は、4章にまとめている。木造・木質化を行う関係者が、必要な段階に応じて内容を選択し、読み

込みその内容を実践に活用されることが望まれる。

No. 支援ツール No. 支援ツール

1 地域材活用の木造公共建築物等実現のための全体プロセス 11 手引きづくり資料:方針・試行段階（長崎県五島市の取組より）

2 地域材の定義 12 手引きづくり資料:発注段階（大分県宇佐市の取組より）

3 木造化木質化へ向けた取り組みシート 13 手引きづくり資料:乾燥段階（山形県おきたま木材乾燥センターの
取組より）

4 木造化木質化のための木材調達体制づくりの分類 14 設計者選定プロポーザル要領作成時や選定時の配慮事項

5 木造化木質化へ向けた情報記入シート 15 公募型簡易プロポーザル募集要領雛型

6 無等級材を利用する場合の品質管理 16 一括発注方式の特性と分類

7 木材の品質管理仕様書 17 分離発注方式の業務内容

8 木材購入仕様書雛型 18 手引きづくり資料:まとめ・引継段階（滋賀県米原市の取組より）

9 構造設計の前提となる木材品質データの把握（試験伐採の基本事
項と手順） 19 維持管理を考えた設計と掃除・点検

10 手引きづくり資料:調査・計画段階（島根県松江市の取組より） 20 支援対象の着工済み・竣工済み事例の紹介
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［ 第 1 章 ］ 支 援 対 象 の 分 析

3．今後の展望
平成29年度の支援は、初めて支援を受ける団体が多かった。今までにまとめられた支援ツールや情報が豊富にあること

や先進地の人材が講師となり検討会で講義を行ったことで、効果的な支援が行えた。

一方で、まだまだ木造化・木質化を行いたいという要望はあるが、発注者の中には木材や建築の専門外のため、事業の

推進にはどのように情報を得ていけばよいのかわからないという声もある。そのために、今年度行った、20の支援ツール

を説明する公開検討会は有効で、近隣市町村などへも伝えることができた。

（1）木造化・木質化の実践経緯をつなげ伝える取り組みの広がり
地域の関係者で取り組んだ木造化・木質化施設が竣工することも木造化・木質化情報を近隣市町村へ普及する有効な方

法である。昨年度までに3年間支援を行ってきた、山形県白鷹町では、庁舎複合施設を町産材で建設するために、木材供

給の体制作りを行ってきた。町と木材コーディネーターの取り組みにより、地域に製材所、乾燥施設の新設にもつながっ

た。支援後の取り組みとして、地域材を利用したこども園やコミュニティー施設も建設につながっている。今後は特別養護

老人ホームも地域材で建設する動きがある。一連の地域材を活用した木造化の取り組みにより、近隣市町村からの注目が

高まっている。

今後、今までに支援を行ってきた自治体の建物が竣工することで、近隣市町村でも地域材による木造化・木質化の実現が

期待される。

（2）木材品質確保へ向けた主体的な取り組みの展開
山形県白鷹町では、地域の主体的な取り組みにより「おきたま木材乾燥センター」が設立された。設立により、庁舎複合

施設をはじめ、地域の施設建設時に地域材の供給を可能としてきている。今後の展開として、品質の確保と価格の安定化

などと共に、近隣市町村への地域材販売等へ広がりを見せている。

昨年度までに3年間支援してきた、長崎県五島市では、離島という条件から木材乾燥は島外へ依存しなければならなかっ

たが、天然乾燥の実証試験と共に温泉水の熱を利用した簡易乾燥小屋による木材乾燥の取り組みを行っている。同時に島

内公共施設への地域材活用も進めている。

これらの地域を始め、支援終了後も検討会に来た講師との連携を継続することで、主体的な取り組みの展開が見られる。

人的なつながりにより、木造化・木質化の展開が今後も期待される。

（3）木材コーディネーターへの期待
7年間の支援の中で、木造化・木質化を効率的に進めるには、地域の中に「木材コーディネーター」が位置づけられてい

ることが最も望ましいということが確認された。木材コーディネーターとは、自分の職域を超えて、木造化・木質化に関する

他分野の役割を学び、効率的に事業を進めるために、人や情報と共に木材に関することを調整できる人材と言える。

木材コーディネーターは、どの分野の立場でもなり得る。たとえば、山形県鶴岡市では市職員が、熊本県では県から委託

を受けた木材供給者が、山形県白鷹町では設計者が木材コーディネーターとして活躍している。3者に共通するのは、自身

の職域を超えた分野の業務を学び、他分野の人材との交流を深め、それぞれの分野に必要な情報を整理し伝えられる能力

があるということである。また、皆が共通して言いたいことは、「木材のこと、木造のことを専門分野ではないので、わからな

いではなく、主体的に、積極的に学んでほしい」、ということだった。

本事業が始まった7年前に比べ、地域で主体的に木造化・木質化を実現できる可能性が高まってきていると考えられる。地

域の関係者が体制をつくり、主体的に役割を担い、かつ、他分野の学びも深めることで、よりよい地域材を活用した木造化・

木質化の実現が今後も望まれる。
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